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G７首脳会議
核の抑止力を認める G7 が「広島」で開催される意義はあったのか

藤本 泰成（フォーラム平和・人権・環境　共同代表）

　グループ・オブ・セブン（米・英・仏・伊・独・加・
日）、いわゆる G ７首脳会議が 5 月 22 日幕を閉じ
ました。ホスト役の岸田文雄首相は、「法の支配に
基づく自由で開かれた国際秩序の重要性を確認しこ
れを守り抜く決意を示した」とし、核のない世界へ
の基礎を確保し核軍縮の気運を高めたとして「核軍
縮に関する G ７首脳広島ビジョン」の発表に「歴
史的意義を感じる」と述べました。ロシアによるウ
クライナ戦争が長期化し、世界経済に大きな影響を
与えています。世界の多様化は進み、米と EU 諸国、
中国とロシア、そしてグローバルサウスというイン
ド・ブラジルなど新興諸国とに 3 分割され、新たな

「冷戦」が危惧されています。そのような中で行わ
れる G ７首脳国会議では、G ７諸国が自らの立場を
超えて世界平和のために具体的発信を行うことが期
待されていました。しかし、実際は自らの立場を確
認し、その立ち位置からの批判に終始するものでは
なかったでしょうか。その意味で、きわめて残念な
結果といえます。
　18 日夜の日本政府の発表では、オンライン参加
と言われていたゼレンスキー ウクライナ大統領が
20 日に来日し、各国首脳と会合を重ねました。ウ
クライナ支援の強化とロシアと良好な関係を維持す
るインドを中心としたグローバルサウスとの関係強
化を目的としたと考えられます。19 日に発出した

「ウクライナに関する G ７首脳声明」を見ると、ロ
シアへの非難と制裁措置の強化というこれまでの政
策から一歩も進んではいません。また、戦争終結へ
の具体的提言もありません。強調されるのは、ウク
ライナへの支援強化で、19 日バイデン米大統領は
EU からの米国製 F16 多用途戦闘機の供与の容認を
表明しています。そのような意味では、ゼレンスキー
大統領は目的を達成したかもしれません。平和都市
広島では、78 年前、戦争という悲劇の中で、原爆
投下によって多くの命が失われました。広島からの
訴えは、今この時間も失われていく命をどう守るか
と言うことであって、正義の戦いを継続させていく
ことではないはずです。「ウクライナがんばれ」と
いう声を否定するつもりはありませんが、ウクライ
ナ戦争を終わらせるための施策が「経済制裁」しか
ないのであれば、今後も命は失われていきます。G
７首脳会議が考えるべきは、戦争終結なのだと思い
ます。

核の抑止力を認めた「広島ビジョン」
　原水禁および原水禁広島は、2 月 14 日首相官邸

に対して、G ７開催を前提に、申し入れを行いまし
た。その中で私たちは、①被爆者の声こそが「核抑
止力」であり、核兵器の所有や使用の脅しが核兵器
使用を思いとどまらせているという「核抑止論」を
容認しないこと、②核兵器廃絶へは、法的手段であ
る「核兵器禁止条約」が唯一の道であること、③そ
の一歩が核保有国による「核の先制不使用宣言」で
あると申し入れました。しかし、首相が意義を強調
している「広島ビジョン」は、私たちの意図を理解
しているとは言いがたいものです。まず、ロシアの
ウクライナ戦争における核使用の威嚇を非難しまし
た。しかし原水禁の申し入れにある「核兵器禁止条
約」や「先制不使用宣言」などには一切触れずに、
核兵器は、「防衛目的のために役割を果たし、侵略
を抑止し、並びに戦争及び威圧を防止すべき」であ
ると理解しているとしています。つまり、「広島ビジョ
ン」は核の抑止力を認めた上で成り立っているのです。
ロシアは、ウクライナ侵攻を正当化しつつ自国への攻
撃を核の威嚇によって防ごうとする、新しい意味での
核抑止のあり方を現実のものとしました。核兵器の保
有と使 用の可
能 性を言 葉と
して発しようが
発しまい が 核
抑 止 力そのも
のを否 定しな
い の なら、 無
言 の 威 嚇とし
て核兵器が存
在することは明
らか で す。 そ
の 意 味で、 ロ
シアの核 兵 器
とその 他 の 核
兵器が異質の
ものであるわ
けがありませ
ん。核兵器保
有国が核兵器
の存在を否定
する何らかの
行 動を起こさ
な い 限り、 ロ
シアを非難す
る資 格 はあり
ません。
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まえたアップデートがさ
れています。
　ただし「わかりやす
く」書かれてはいます
が、論点の一つ一つに
膨大な歴史的背景と法
理論上の議論や解釈が
広がっていることも示さ
れています。より詳しく
知りたい論点は、各自
で勉強してください。
　講演会を企画したり
チラシやニュースを作
成する方は必ず手元に
置くことをお勧めします。またいろいろな講演を聞
いている方にとっても、頭の中を整理するのに役立
つと思います。もちろん初めて憲法問題に触れる方
にとっても、最適の入門書でしょう。
　著書の最後の論点は「今後、市民はどうすればい
いのでしょうか？」。著者の回答は明快に記されて
いますが、ここからは皆で議論しつつ、より良い回
答を模索し、新たな実践へとつなげていきたいもの
です。　　　　　　　　　　　　　　　（田中 直樹）

　この間、全国各地で憲法改正や安全保障について
の講演会や学習会が行われています。対面で集うこ
との意義は大きく、これらの活動に深く敬意を表す
るわけですが、一方で、必要なことが簡潔にまとまっ
たテキストも欲しいという要望もあるのではないで
しょうか。チラシやパンフレットは簡単すぎで十分
に伝わらない、しかし書籍を勧めてもなかなか読ん
でもらえない。日体大の清水雅彦教授の近著は、そ
んなニーズに最適です。本書は憲法全体の解説本で
はなく、安保法制の強行採決前後から憲法をめぐっ
て焦点化した論点ごとに、自公政権による改憲に反
対の立場から解説をしたものです。見開きごとに一つ
の論点という体裁で、読みたいところから読んでも問
題ありません。現下の憲法「改正」議論を正確に批判
していくうえで基礎的な情報が網羅されています。
　2019 年に旧版が出ていますが、その後様々なこ
とが生起したのは皆さんもご承知のとおりです。コロ
ナ、ウクライナ、国葬、安保 3 文書などなど。新版は
これらについても新たな論点として項目建てするととも
に、従前からの論点についても全般的に最新情報を踏

〔本の紹介〕 
『憲法改正と戦争　52 の論点』

清水雅彦著　（高文研）

日本は核廃絶のために具体的な行動を
　いまや、核軍縮の国際的な枠組みは皆無と言って
いい状況にあります。NPT さえもロシアの姿勢を変
えることが出来ません。岸田首相は G ７首脳会議終
了後の記者会見で、「我々は皆広島の市民です。世
界 80 億の民が全員、そうして広島の市民となった
とき地球上から核兵器はなくなるでしょう。私はそ
れを信じています」と述べました。しかし、その道
筋を示すことが出来ていません。その理由は、「広
島ビジョン」が示すとおり、核抑止力、核の傘の信
奉を基本にしているからです。原水禁は、その道筋
が「核兵器禁止条約」であると主張しました。唯一
の戦争被爆国、被爆者の声を持ち続けてきた日本が、
非核保有国の先頭に立ち、米国の核の傘の下から抜
け出して「核兵器禁止条約」の先頭に立てば、世界
はどう変わるでしょう。非核保有国すべてが「核兵
器禁止条約」に批准すれば、核保有国はどう変わる
でしょう。政治家は「核兵器廃絶を信じる」だけで
は役割を果たしたとは言えません。日本は、核保有
国と非保有国の間に立ってはなりません。非保有国
の側に立って、その先頭を走るべきです。

低下する G7 の影響力と日本の立場が問われている
　今回の招待国（インド・ブラジル・インドネシ
ア［ASEAN 議長国］・ベトナム・コモロ［アフリカ
連合議長国］・クック諸島［太平洋諸島フォーラム

議長国］・韓国・オーストラリア）は、韓国とオー
ストラリアを除くと、そのすべてがグローバルサウ
スと言われるロシア制裁に距離をおく国です。中・
露への牽制という意味での招待やロシアへの制裁強
化という観点では、グローバル化した相互依存の経
済を混乱させ、さらなる分断を招きかねません。か
つて世界の GDP の７割を占めたとする G ７は、中
国やインドの台頭で現在約４割に留まっています。
1975 年につくられた G ７首脳会議の役割や影響力
は限定的です。むしろ 1999 年に設立し、現在イン
ドが議長国を務める G20 は、世界の GDP の 8 割を
占め、現在の世界の多様性を象徴しています。G ７
はその枠に留まることなく今後世界の分裂回避に向
けた発信が求められます。
　20 日の発表された「G ７広島首脳コミュニケ」で
は、ウクライナや軍縮以外にも、経済安保、AI 問題、
ジェンダー、脱炭素、国際移住など、様々な課題が
盛り込まれました。課題の一つ一つに日本国内での
施策が求められると思います。5 月 17 日の朝日新
聞「声」の欄には「議長国なのに恥ずべき課題多々」
と題する投稿が載っています。安保 3 文書、LGBT
理解増進法、GX 法案、入管法改正案など様々な課
題に、グローバルスタンダードを基本にした日本で
なくては、世界に発信する資格を問われるのではな
いでしょうか。　　　　　　　　（ふじもと やすなり）


